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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   ピクテ・ジャパン株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

平成19年9月30日（関東財務（支）局長（金商）第380号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

昭和 56年 12月 ピクテ銀行東京駐在員事務所開設 

昭和 61年 12月 ピクテジャパン株式会社設立 

昭和 62年 3月 投資顧問業の登録 

昭和 62年 6月 投資一任業務の認可取得 

平成 9 年 9月 ピクテ投信投資顧問株式会社に社名変更 

平成 9 年 10月 投資信託委託業務の免許取得 

平成 19年 9月 金融商品取引業者の登録 

平成 23年 2月 大阪事務所開設 

令和 2年 2月 第一種金融商品取引業の登録 

令和 4年 7月 ピクテ・ジャパン株式会社へ社名変更 

 

  (2) 経営の組織 
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 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び

総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

ピクテ アセット マネジメント ホールディ

ングス エス エー 
1,563 株 100％ 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 萩野 琢英 有 常勤 

取締役執行役員 

ヒューマン・リソーシズ部長 
森川 千恵 無 常勤 

取締役執行役員 

法務コンプライアンス担当 
石原 伸彦 無 常勤 

取締役 セドリック・バーメッセ 無 非常勤 

取締役 
セバスチャン ・ エサン

ジェ 
無 非常勤 

監査役 樋口 哲朗 無 非常勤 

  

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

法務コンプライアンス部長 橋本 敬吾 

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条

第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行

う者を含む。）の氏名 

 

氏   名 役  職  名 

加藤 啓之 グローバル資産運用部長 

志田 隆 日本株トータル・リターン運用部長 

鈴木 毅 日本株運用部長 
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吉川 龍雲 マルチ・アセット運用部長 

ドンゼ・スティーブ 投資判断者 

奥山 貴寛 投資判断者 

金木 健 投資判断者 

小坂 朋隆 投資判断者 

小林 昇平 投資判断者 

椎名 豪 投資判断者 

周 怡 投資判断者 

多功 英貴 投資判断者 

譚 桜 投資判断者 

林 明彦 投資判断者 

渡邉 洋平 投資判断者 

 

７．業務の種別 

(1) 投資運用業 

(2) 投資助言・代理業 

(3) 第一種金融商品取引業（金融商品取引法第 28 条第１項第１号に掲げる行為に係る

業務） 

(4) 第二種金融商品取引業 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 東京都千代田区丸の内二丁目 6番１号 

大阪事務所 

 

大阪市北区角田町 8 番 1 号 梅田阪急オフィスタワー34

階 

  

９．他に行っている事業の種類 

(1) 情報提供およびコンサルタント業務 

親法人等へ日本の有価証券等に関してマクロおよびミクロに関する情報の提供およ

び助言を行う業務 

(2) 委託業務 

資料等の翻訳、編集、配布等を海外の親法人等にかわって行う業務 

海外ファンドの販売会社の獲得に関する業務ならびにサービスに関する業務 

   

10．苦情処理及び紛争解決の体制 



          

 5 

当社の苦情処理措置について 

（1）当社は、「苦情・紛争処理規程」を定め、お客様からの苦情等のお申出に対して、

真摯に、また迅速に対応し、お客様のご理解を頂くよう努めています。当社への苦情等

のお申出先は上記の通りです。また、苦情解決に向けての標準的な流れは次の通りです。 

1. お客様からの苦情等の受付 

2. 社内担当者からの事情聴取と解決案の検討 

3. 解決案のご提示・解決 

 

（2）当社は、上記により苦情の解決を図るほかに、特定非営利活動法人証券・金融商品

あっせん相談センターを通じて苦情の解決を図ることとしています。この団体は、当社

が加入しています一般社団法人投資信託協会および一般社団法人日本投資顧問業協会

から苦情の解決についての業務を受託しており、お客様からの苦情を受け付けています。 

 

当社の紛争解決措置について 

当社は、上記の特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターが行うあっせ

んを通じて紛争の解決を図ることとしています。同センターは、当社が行う投資助言・

代理業、投資運用業、第二種金融商品取引業に関する紛争に関しては、当社が加入して

いる一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会からあっせんについ

ての業務の委託を受けています。また、当社が行う第一種金融商品取引業に関する紛争

に関しては、同センターは第一種金融商品取引業について金融商品取引法上の指定紛争

解決機関の指定を受けているため、当社は同センターと紛争解決に関する手続実施基本

契約を締結し、あっせんについての業務を委託しています。これらの業務委託に基づき、

同センターではあっせん委員によりあっせん手続きが行われます。 

   

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

(1) 一般社団法人日本投資顧問業協会 

(2) 一般社団法人投資信託協会 

(3) 日本証券業協会 

(4) 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当事項ございません。 

  

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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  Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務の概要 

事業の経過及び成果 

1981 年 12 月に日本経済や株式市場の調査を目的としてピクテ銀行東京駐在員事務所が

設立されました。その後、1986年 12月 1日にピクテジャパン株式会社が設立されました。

ピクテジャパン株式会社は、翌 1987年 3月 12日に投資顧問業者として登録、同年 6月 10

日に投資一任業務の認可を取得し、その後、1997 年 10 月に投資信託委託業務に係る免許

を取得し、ピクテ投信投資顧問株式会社（以下、「当社」という。）に社名を変更しました。 

当社は、2007 年 9 月 30 日に監督官庁より金融商品取引業者として、投資運用業、投資

助言・代理業、第二種金融商品取引業に係るみなし登録を受けました。 

また、2011年には大阪事務所を開設しました。 

そして当社は、2020 年 1 月 15 日に監督官庁より第一種金融商品取引業に係る登録を受け

ました。当社は、2022年 7月 1日に社名をピクテ・ジャパン株式会社に変更しました。 

 

現在は、主に投資運用業者、投資助言・代理業者、第一種金融商品取引業者及び第二種

金融商品取引業者として業務運営を行っております。 

 

  当期の業績 

当社は、独自のグローバル・ネットワークを通じて得た情報とノウハウを駆使し、徹底

した市場分析や企業ファンダメンタルズの調査やリスク管理を行い、長期的視点に立った

一貫性のある資産運用を行っております。 

当期の業績は、営業収益は 27,093百万円、営業費用は 20,571百万円、一般管理費につ

いては 4,904百万円となりました。この結果、営業利益は 1,617百万円、経常利益は 1,593

百万円となり、当期純利益は 1,111百万円となりました。 

   

 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

資本金 200 200 200 

発行済株式総数 1,563株 1,563株 1,563株 

営業収益 23,071 24,574 24,093 

（受入手数料） 23,071 24,574 27,093 

 （（委託手数料）） - - - 

 （（引受け・売出し・特定投 - - - 
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 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

資家向け売付け勧誘等の手

数料）） 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱

い手数料）） 

- - - 

 （（その他の受入手数料）） 23,071 24,574 27,093 

（トレーディング損益） - - - 

 （（株券等）） - - - 

 （（債券等）） - - - 

 （（その他）） - - - 

経常利益 2,070 1,824 1,593 

当期純利益 1,422 1,275 1,111 

   

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

 該当事項ございません。 

 

 (3) その他業務の状況 

該当事項ございません。 

       

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：百万円） 

 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
338.3％ 263.9％ 223.2％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
5,097 4,344 4,551 

リスク相当額 

（Ｂ） 
1,506 1,645 2,038 

 

市場リスク相当額 19 14 73 

取引先リスク相当額 100 105 123 

基礎的リスク相当額 1,386 1,525 1,841 

暗号資産等による控

除額 
- - - 

      

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 
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（単位：名） 

 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

使用人 117 131 132 

（うち外務員） 24 28 31 

     

Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

別紙参照 

 

  (2) 損益計算書 

別紙参照   

 

  (3) 株主資本等変動計算書 

別紙参照 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 

（単位：百万円） 

(2023年 12月 31日現在) 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

ピクテ アセット マネジメント ホールディング エスエー 2,400 

 

 

 ３．保有する有価証券の状況 

 

（単位：百万円） 

 
2022年 12月期 2023年 12月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 
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 (3) その他 2 4 1 2 5 2 

合   計 2 4 1 2 5 2 

 

 ４．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

   該当事項ございません。 

 

  ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1項の規定に基づき、ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責

任監査法人より監査を受け、適正意見の監査報告書を受領しております。 

 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

法令遵守その他の内部管理態勢の確立・整備については、経営陣がその具体的方針の決定に

率先垂範して取り組んでいます。 

 

取締役会の下に設置された経営会議は、内部管理を含む日常の経営に関する監督・決定機関

として、他部署から独立した担当部署である法務コンプライアンス部を通じて法令遵守態勢の

構築･強化を推進するとともに、同部署から法令等の遵守状況に関する報告を受けます。法務

コンプライアンス部員は、当社の法令遵守の推進者として定められ、関係各部と連携しつつ法

令遵守に関する基本方針および具体策の策定および見直しを所管します。 

 

経営会議は、ビジネス・リスク・マネジメント室のサポートを受け、リスク管理を経営の一

環として運営しています。リスク管理の枠組みは、経営としてのリスク管理を示すトップダウ

ン・アプローチと、各部門において認識されるボトムアップ・アプローチを掛け合わせること

により、当社のリスク管理を運営しています。各リスクを定義し、それぞれのリスクに対する

許容度やＫＲＩを設定し、ビジネス・リスク・マネジメント室が適宜モニターおよび報告を行

っています。 

 

また、法務コンプライアンス部およびビジネス・リスク・マネジメント室は、コンプライア

ンス＆ビジネスリスク委員会を主催し、法令遵守、ビジネスリスクに関する事項の報告、協議

を行うとともに、重要な事項を経営会議に報告します。 

 

２．分別管理等の状況 

該当事項ございません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

該当事項ございません。 

以  上 



別紙 

(１)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

    
第38期 

(2022年12月31日現在) 

第39期 

(2023年12月31日現在) 

資産の部   
 

流動資産   
 

現金・預金  4,966,314 4,666,659 

前払費用  105,122 126,533 

未収委託者報酬  3,940,342 4,065,704 

未収収益  388,449 721,021 

関係会社未収入金  3,021 5,169 

その他  59,679 97,957 

流動資産計  9,462,930 9,683,045 

固定資産    

有形固定資産    

建物付属設備 ※１ 758,124 701,375 

器具備品 ※１ 287,227 316,387 

有形固定資産合計  1,045,352 1,017,763 

無形固定資産    

ソフトウェア  5,472 288 

その他  831 831 

無形固定資産合計  6,304 1,120 

投資その他の資産    

投資有価証券  4,133 5,249 

長期差入保証金  457,872 457,872 

繰延税金資産  931,495 841,977 

投資その他の資産合計  1,393,501 1,305,099 

固定資産計  2,445,158 2,323,982 

資産合計  11,908,089 12,007,028 

 
 

    (単位：千円) 

    
第38期 

(2022年12月31日現在) 

第39期 

(2023年12月31日現在) 

負債の部    

流動負債    

預り金  38,250 38,498 

未払金    

未払手数料  2,268,781 2,277,264 

その他未払金  1,052,311 1,292,786 

未払法人税等  312,930 127,909 

賞与引当金  966,331 747,382 

１年内返済予定の関係会社長期借入金 1,200,000 - 

その他  38,382 292,106 

流動負債合計  5,876,989 4,775,948 

固定負債    

関係会社長期借入金  1,200,000 2,400,000 

退職給付引当金  160,236 48,522 

資産除去債務  143,023 143,134 



別紙 

固定負債合計  1,503,259 2,591,656 

負債合計  7,380,249 7,367,605 

純資産の部    

株主資本    

資本金  200,000 200,000 

利益剰余金    

利益準備金  50,000 50,000 

その他利益剰余金  4,276,499 4,387,446 

 繰越利益剰余金  4,276,499 4,387,446 

利益剰余金合計  4,326,499 4,437,446 

株主資本合計  4,526,499 4,637,446 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金  1,341 1,976 

評価・換算差額等合計  1,341 1,976 

純資産合計  4,527,840 4,639,422 

負債・純資産合計  11,908,089 12,007,028 

 

(２)【損益計算書】 

(単位：千円) 

    

第38期 

(自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日) 

第39期 

(自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日) 

営業収益    

委託者報酬  23,162,612 25,077,821 

その他営業収益  1,411,911 2,015,541 

営業収益計  24,574,523 27,093,363 

営業費用    

支払手数料  14,152,133 15,941,070 

広告宣伝費  285,442 395,671 

調査費    

調査費  157,954 240,633 

委託調査費  2,266,863 3,231,924 

    

委託計算費  455,761 490,503 

営業雑経費    

通信費  117,491 110,376 

印刷費  125,826 134,442 

諸会費  25,850 20,028 

図書費  2,375 2,377 

諸経費  4,407 4,406 

営業費用計  17,594,104 20,571,434 

一般管理費    

給料    

役員報酬  89,170 89,647 

給料・手当  2,083,033 2,379,240 

賞与 ※１ 478,194 458,860 

賞与引当金繰入  789,972 584,824 

旅費交通費  85,665 107,033 
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租税公課  89,730 100,655 

不動産賃借料  646,702 559,420 

退職給付費用  267,225 99,708 

固定資産減価償却費  144,467 144,916 

消耗器具備品費  150,071 24,548 

人材採用費  59,087 48,429 

修繕維持費  28,992 46,348 

諸経費  236,793 261,071 

一般管理費計  5,149,107 4,904,705 

営業利益  1,831,311 1,617,223 

営業外収益    

受取利息  37 21 

投資有価証券売却益  - 50 

受取配当金  764 245 

為替差益  36,958 23,992 

その他  922 859 

営業外収益計  38,683 25,169 

営業外費用    

支払利息 ※２ 45,625 48,411 

その他  - 201 

営業外費用計  45,625 48,613 

経常利益  1,824,369 1,593,779 

税引前当期純利益  1,824,369 1,593,779 

法人税、住民税及び事業税  599,998 393,274 

法人税等調整額  △50,913 89,237 

法人税等合計額  549,084 482,512 

当期純利益  1,275,284 1,111,266 

 

(３)【株主資本等変動計算書】 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

(単位：千円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 利益 

準備金 

その他利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 50,000 3,801,470 3,851,470 4,051,470 2,031 2,031 4,053,501 

当期変動額                 

剰余金の配当 - - △800,256 △800,256 △800,256 - - △800,256 

当期純利益 - - 1,275,284 1,275,284 1,275,284 - - 1,275,284 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
- - - - - △690 △690 △690 

当期変動額合計 - - 475,028 475,028 475,028 △690 △690 474,338 

当期末残高 200,000 50,000 4,276,499 4,326,499 4,526,499 1,341 1,341 4,527,840 
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第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

(単位：千円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 利益 

準備金 

その他利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 50,000 4,276,499 4,326,499 4,526,499 1,341 1,341 4,527,840 

当期変動額                 

 剰余金の配当 - - △1,000,320 △1,000,320 △1,000,320 - - △1,000,320 

当期純利益 - - 1,111,266 1,111,266 1,111,266 - - 1,111,266 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
- - - - - 635 635 635 

当期変動額合計 - - 110,946 110,946 110,946 635 635 111,581 

当期末残高 200,000 50,000 4,387,446 4,437,446 4,637,446 1,976 1,976 4,639,422 

 

重要な会計方針 

区分   

１．有価証券の評価基準及び評価方法 (１)その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の基準価額に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物附属設備10～18年 

器具備品３～20年 

(２)無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法により償却しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法により償却しております。 

３．外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

４．引当金の計上基準 (１)賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払いに充てるため、支出見込額の当期負担分を計上

しております。 

(２)退職給付引当金 

従業員の退職金に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。退職給付見込額を当期までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。過去勤務費用及び数理計

算上の差異は、その発生年度に一括損益処理しています。 

５．収益及び費用の計上基準 当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬等により収益を稼得し

ております。これらには実績報酬が含まれる場合があります。 

(１)委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割

合として認識され、確定した報酬を投資信託によって月次、年４回、年２回もし

くは年１回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務を充足される

という前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しておりま

す。 

(２)運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資一任契約に基づき計算期間の純資産総額等に対する一定

割合として認識され、確定した報酬を一任口座によって年２回もしくは年１回

受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務を充足されるという前提

に基づき、一任口座の運用期間にわたり収益として認識しております。 

(３)実績報酬 
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実績報酬は、対象となる一任口座の特定のベンチマークまたはその他のパフォ

ーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該

報酬は実績報酬を受領する権利が確定的となった時点で収益として認識してお

ります。 

 

(重要な会計上の見積りに関する注記) 

 当事業年度の財務諸表等の作成にあたって行った会計上の見積りが当事業年度の翌事業年度の財務諸表等に重要な

影響を及ぼすリスクを識別していないため、注記を省略しております。 

 

(会計方針の変更に関する注記) 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下「時価算定会計基

準適用指針」という。）を当期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる当期の財

務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

(貸借対照表関係) 

第38期 

(2022年12月31日現在) 

第39期 

(2023年12月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物付属設備 105,904千円 建物付属設備 173,122千円 

器具備品 209,248千円 器具備品 241,701千円 

 

(損益計算書関係) 

第38期 

自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日 

第39期 

自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日 

※１ 従業員及び役員の賞与であります。 ※１ 従業員及び役員の賞与であります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

支払利息 45,625千円 支払利息 48,411千円 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

    

第38期事業年度期首 

株式数 

(株) 

第38期 

増加株式数 

(株) 

第38期 

減少株式数 

(株) 

第38期事業年度末 

株式数 

(株) 

発行済株式           

普通株式   800 - - 800 

Ａ種優先株式   763 - - 763 

合計   1,563 - - 1,563 

 

２．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） 配当の原資 1株当たり配当金（円） 基準日 効力発生日 

2022年6月17日 
普通株式 409,600 

利益剰余金 
512,000 

2022年3月31日 2022年6月20日 
A 種優先株式 390,656 512,000 

 

(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
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第39期事業年度期首 

株式数 

(株) 

第39期 

増加株式数 

(株) 

第39期 

減少株式数 

(株) 

第39期事業年度末 

株式数 

(株) 

発行済株式           

普通株式   800 - - 800 

Ａ種優先株式   763 - - 763 

合計   1,563 - - 1,563 

 

２．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） 配当の原資 1株当たり配当金（円） 基準日 効力発生日 

2023年6月21日 
普通株式 512,000 

利益剰余金 
640,000 

2023年3月31日 2023年6月22日 
A 種優先株式 488,320 640,000 

 

(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

(リース取引関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

(借主側) 

１．ファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年内 421,323千円 

１年超 1,270,281千円 

合計 1,691,605千円 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

(借主側) 

１．ファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年内 421,323千円 

１年超 848,958千円 

合計 1,270,281千円 

 

(金融商品関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

余剰資金については銀行預金(当座預金、普通預金、定期預金又は信託預金等)で運用しております。 

 

(２)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

銀行預金は、本邦銀行に預け入れているものがあります。本邦銀行に預け入れているものは、その元本が預金保

険制度の対象となっております。 

営業債権である未収委託者報酬は、信託銀行により分別保管されている投資信託の信託財産から直接支弁され

るので信用リスクは発生せず、また投資信託の決算日までに信託財産が減少し委託者報酬が支払えなくなるとい

うマーケットリスクは非常に低いものと考えております。 

営業債務である未払手数料は、回収不能となるリスクの非常に低い委託者報酬の入金後、これを原資に支払い

をおこなうので、支払不能となる流動性リスクは非常に低いものと考えております。また、その他未払金について

は、その債務を履行するに十分な即時引出し可能な決済性預金を保有していることから、流動性不足はないもの

と考えております。 

関係会社長期借入金は、返済日は最長で決算日後６年であります。固定金利の為、金利の変動リスクはございま

せん。 
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(３)金融商品に係るリスク管理体制 

当社は本邦銀行における預金を預金保険制度の保険対象範囲に限定して信用リスクの軽減を図っており、その

状況は代表取締役およびピクテグループファイナンスに報告されモニタリングされています。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2022年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

(千円) 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 4,133 4,133 - 

資産計 4,133 4,133 - 

１年内返済予定の関係会社長期借入金 1,200,000 1,207,164 7,164 

関係会社長期借入金 1,200,000 1,177,474 △ 22,526 

負債計 2,400,000 2,384,639 △ 15,361 

(注１)現金・預金、未収委託者報酬及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。 

 

(注２)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

   (千円) 

  １年以内 
１年超 

５年以内 
５年超 

現金・預金 4,966,314 - - 

未収委託者報酬 3,940,342 - - 

 

(注３)関係会社長期借入金の返済予定額 

(千円) 

  
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

１年内返済予定の関係

会社長期借入金 
1,200,000 - - - - - 

関係会社長期借入金 - - - - - 1,200,000 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

(１)時価で貸借対照表に計上している金融商品 

（金融商品関係）の「２．金融商品の時価等に関する事項」に記載の「投資有価証券」は、投資信託受益証券で

あり、「時価算定に関する会計基準の適用指針」第26項の経過措置を適用しており、「金融商品の時価等の開示に

関する適用指針」第５－２項の注記を行っておりません。 

(２)時価をもって貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

(千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

１年内返済予定の関係会社長期

借入金 
- 1,207,164 - 1,207,164 

関係会社長期借入金 - 1,177,474 - 1,177,474 

負債計 - 2,384,639 - 2,384,639 

(注１)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
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関係会社長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しており、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。これに伴い、レベル２の

時価に分類しております。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

余剰資金については銀行預金(当座預金、普通預金、定期預金又は信託預金等)で運用しております。 

 

(２)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

銀行預金は、本邦銀行に預け入れているものがあります。本邦銀行に預け入れているものは、その元本が預金保

険制度の対象となっております。 

営業債権である未収委託者報酬は、信託銀行により分別保管されている投資信託の信託財産から直接支弁され

るので信用リスクは発生せず、また投資信託の決算日までに信託財産が減少し委託者報酬が支払えなくなるとい

うマーケットリスクは非常に低いものと考えております。 

営業債務である未払手数料は、回収不能となるリスクの非常に低い委託者報酬の入金後、これを原資に支払い

をおこなうので、支払不能となる流動性リスクは非常に低いものと考えております。また、その他未払金について

は、その債務を履行するに十分な即時引出し可能な決済性預金を保有していることから、流動性不足はないもの

と考えております。 

関係会社長期借入金は、返済日は最長で決算日後10年であります。固定金利の為、金利の変動リスクはございま

せん。 

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

当社は本邦銀行における預金を預金保険制度の保険対象範囲に限定して信用リスクの軽減を図っており、その

状況は代表取締役およびピクテグループファイナンスに報告されモニタリングされています。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

(千円) 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 5,249 5,249 - 

資産計 5,249 5,249 - 

関係会社長期借入金 2,400,000 2,380,800 △19,199 

負債計 2,400,000 2,380,800 △19,199 

(注１)現金・預金、未収委託者報酬及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。 

 

(注２)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

(千円) 

  １年以内 
１年超 

５年以内 
５年超 

現金・預金 4,666,659 - - 

未収委託者報酬 4,065,704 - - 

 

(注３)関係会社長期借入金の返済予定額 

(千円) 

  
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

関係会社長期借入金 - - - - 1,200,000 1,200,000 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する
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レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

(１)時価をもって貸借対照表に計上している金融商品 

(千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 - 5,249 - 5,249 

資産計 - 5,249 - 5,249 

  

(２)時価をもって貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

(千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

関係会社長期借入金 - 2,380,800 - 2,380,800 

負債計 - 2,380,800 - 2,380,800 

 

 

(注１)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

 当社が保有している投資信託受益証券は、基準価額で評価しており、市場での取引頻度が高いとは言えず、活発な市

場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

関係会社長期借入金 

 関係会社長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(有価証券関係) 

第38期(2022年12月31日現在) 

１．その他有価証券 

(千円) 

区分 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

投資信託受益証券 2,100 4,044 1,944 

小計 2,100 4,044 1,944 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

投資信託受益証券 100 88 △ 11 

小計 100 88 △ 11 

合計 2,200 4,133 1,933 

 

２．当期中に売却されたその他有価証券(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

該当事項はありません。 

 

第39期(2023年12月31日現在) 

１．その他有価証券 

(千円) 

区分 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

投資信託受益証券 2,300 5,152 2,852 

小計 2,300 5,152 2,852 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

投資信託受益証券 100 96 △ 3 

小計 100 96 △ 3 

合計 2,400 5,249 2,849 

 

２．当期中に売却されたその他有価証券(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
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投資信託受益証券 250 50 - 

合計 250 50 - 

 

(デリバティブ取引関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。 

確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

２．退職給付制度 

(１)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 
 (千円) 

退職給付債務の期首残高 1,444,138 

勤務費用 61,965 

利息費用 2,773 

数理計算上の差異の発生額 △ 22,560 

退職給付の支払額 △ 44,067 

退職給付債務の期末残高 1,442,249 

 

(２)年金資産の期首残高と期末残高の調整表 
 (千円) 

年金資産の期首残高 1,464,023 

期待運用収益 14,640 

数理計算上の差異の発生額 △ 134,519 

事業主からの拠出額 △ 32,325 

その他 △ 29,804 

年金資産の期末残高 1,282,013 

 

(３)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 
 (千円) 

積立型制度の退職給付債務 1,442,249 

年金資産 △ 1,282,013 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 160,236 

 

(４)退職給付費用及びその内訳項目の金額 
 (千円) 

勤務費用 61,965 

利息費用 2,773 

期待運用収益 △ 14,640 

数理計算上の差異の費用処理額 111,958 

退職給付制度に係る退職給付費用 162,057 

 

(５)年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

証券投資信託受益証券 17.04% 

投資証券 27.56% 

債券 9.16% 

株式 7.97% 

その他 38.28% 

合計 100.00% 

(注)年金資産は全て企業年金制度に対して設定した退職給付信託であります。 
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② 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

(６)数理計算上の計算基礎に関する事項 

当期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率  0.80% 

長期期待運用収益率  1.00% 

 

３．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は105,167千円であります。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。 

確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

２．退職給付制度 

(１)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 
 (千円) 

退職給付債務の期首残高 1,442,249 

勤務費用 67,706 

利息費用 11,179 

数理計算上の差異の発生額 520 

退職給付の支払額 △ 61,689 

退職給付債務の期末残高 1,459,967 

 

(２)年金資産の期首残高と期末残高の調整表 
 (千円) 

年金資産の期首残高 1,282,013 

期待運用収益 12,820 

数理計算上の差異の発生額 88,035 

事業主からの拠出額 90,266 

その他 △ 61,689 

年金資産の期末残高 1,411,446 

 

(３)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 
 (千円) 

積立型制度の退職給付債務 1,459,967 

年金資産 △ 1,411,446 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 48,522 

 

(４)退職給付費用及びその内訳項目の金額 
 (千円) 

勤務費用 67,706 

利息費用 11,179 

期待運用収益 △ 12,820 

数理計算上の差異の費用処理額 △ 87,514 

退職給付制度に係る退職給付費用 △ 21,448 

 

(５)年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

証券投資信託受益証券 13.38% 

投資証券 34.64% 

債券 16.09% 

株式 6.37% 

その他 29.52% 
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合計 100.00% 

(注)年金資産は全て企業年金制度に対して設定した退職給付信託であります。 

 

② 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

(６)数理計算上の計算基礎に関する事項 

当期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率  0.90% 

長期期待運用収益率  1.00% 

 

３．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は121,157千円であります。 

 

(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(千円) 

区分 
第38期 

(2022年12月31日現在) 

第39期 

(2023年12月31日現在) 

繰延税金資産       

退職給付引当金損金算入限度超過額  387,523  375,083 

未払事業税否認  19,245  12,706 

未確定債務  24,817  27,937 

賞与引当金損金算入限度超過額  307,814  241,667 

資産除去債務  11,917  20,103 

均し賃料否認  38,420  29,011 

その他  142,349  136,340 

繰延税金資産小計  932,087  842,850 

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額  591  872 

繰延税金負債小計  591  872 

繰延税金資産合計(純額)  931,495  841,977 

          

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

第38期 

(2022年12月31日現在) 

第39期 

(2023年12月31日現在) 

法定実効税率 30.62% 法定実効税率 30.62% 

(調整)   (調整)   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.98% 交際費等永久に損金算入されない項目 1.23% 

住民税均等割 0.21% 住民税均等割 0.24% 

税額控除 △ 1.76% 税額控除 △ 1.57% 

その他 0.05% その他 △0.24% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.10% 税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.27% 

        

 

(資産除去債務関係) 

第38期(2022年12月31日現在) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

(１)東京本社事務所用ビルの不動産賃借契約に伴う原状回復費用であります。 

(２)大阪連絡事務所用ビルの不動産賃借契約に伴う原状回復費用であります。 
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２．当該資産除去債務の金額と算定方法 

(１)東京本社事務所用ビル 

使用見込期間を取得から５年と見積り、割引率は0％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

(２)大阪連絡事務所用ビル 

使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は0.96％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

３．当期における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 82,132千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 125,642千円 

時の経過による調整額 159千円 

資産除去債務の履行による減少額 △64,911千円 

期末残高 143,023千円 

 

第39期(2023年12月31日現在) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

(１)東京本社事務所用ビルの不動産賃借契約に伴う原状回復費用であります。 

(２)大阪連絡事務所用ビルの不動産賃借契約に伴う原状回復費用であります。 

 

２．当該資産除去債務の金額と算定方法 

(１)東京本社事務所用ビル 

使用見込期間を取得から５年と見積り、割引率は0％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

(２)大阪連絡事務所用ビル 

使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は0.96％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

３．当期における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 143,023千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 - 

時の経過による調整額 111千円 

資産除去債務の履行による減少額 - 

期末残高 143,134千円 

 

(収益認識関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(千円) 

  運用報酬 実績報酬 合計 

委託者報酬 23,162,612 - 23,162,612 

運用受託報酬 416,751 6,430 423,181 

その他 988,729 - 988,729 

合計 24,568,093 6,430 24,574,523 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 注記事項(重要な会計方針)の５.収益及び費用の計上基準に記載の通りであります。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(千円) 

  運用報酬 実績報酬 合計 

委託者報酬 25,077,821 - 25,077,821 

運用受託報酬 381,029 14,802 395,831 

その他 1,619,709 - 1,619,709 

合計 27,078,561 14,802 27,093,363 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
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 注記事項(重要な会計方針)の５.収益及び費用の計上基準に記載の通りであります。 

 

(セグメント情報等) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業及び投資助言代理業の単一セグメントを報告セグメントとしております。 

従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

(１)製品及びサービスごとの情報 

  投資信託委託業 投資顧問業 その他 合計 

外部顧客への営業収益 23,162,612千円 423,181千円 988,729千円 24,574,523千円 

 

(２)地域ごとの情報 

① 営業収益 

本邦外部顧客への営業収益が営業収益総額の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

(３)主要な顧客ごとの情報 

営業収益の10％以上を占める単一顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業及び投資助言代理業の単一セグメントを報告セグメントとしております。 

従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

(１)製品及びサービスごとの情報 

  投資信託委託業 投資顧問業 その他 合計 

外部顧客への営業収益 25,077,821千円 395,831千円 1,619,709千円 27,093,363千円 

 

(２)地域ごとの情報 

① 営業収益 

本邦外部顧客への営業収益が営業収益総額の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

(３)主要な顧客ごとの情報 

営業収益の10％以上を占める単一顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 

(関連当事者との取引関係) 

第38期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日) 

１．関連当事者との取引 

(１)財務諸表提出会社の親会社 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 

ピクテ 

アンド 

シー 

グループ 

エスシーエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF148,500,000 

グループ 

管理会社 
間接100% 

グループ会社管理 

に関するサービス 

の提供 

役員の兼任 

コーディネー 

ション手数料 

の支払(注１) 

175,059 未払金 - 

親会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

ホールディング 

エスエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF40,000,000 

グループ 

管理会社 
直接100% 

資金の提供 

役員の兼任 

借入金 

の借入(注２) 
- 

１年内 

返済予定の 

関係会社 

長期 

借入金 

1,200,000 
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関係会社 

長期 

借入金 

1,200,000 

利息の支払 

(注３) 
45,625 未払金 10,250 

預け金(注７) - 
関係会社 

未収入金 

 

3,021 

 

(２)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の被所有 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

エスエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF21,000,000 

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託 

契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
1,975,120 未払金 630,027 

運用手数料 

の受取(注４) 
14,123 

未収 

収益 
3,440 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

139,937 
未収 

収益 
- 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

リミテッド 

英国、 

ロンドン 
GBP45,000,000 

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託 

契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
255,398 未払金 62,174 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

8,768 
未収 

収益 
3,811 

コミュニケーショ 

ン手数料の支払 

(注６) 

21,606 未払金 - 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネ－ジメント 

(ヨーロッパ) 

エスエー 

ルクセン 

ブルグ 
CHF11,332,000  

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託 

契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
36,343 未払金 9,864 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

809,749 
未収 

収益 
126,585 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)コーディネーション手数料については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注２)借入金については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注３)支払利息については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注４)運用手数料についてはファンド毎の契約運用資産に一定比率を乗じて決定しております。 

(注５)付随業務手数料については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注６)コミュニケーション手数料については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注７)預け金については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(１)親会社情報 

ピクテ アンド シー グループ エスシーエー(非上場) 

ピクテ アセット マネージメント ホールディング エスエー(非上場) 

 

(２)重要な関連会社の要約財務情報 

重要な関連会社はありません。 

 

第39期(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日) 

１．関連当事者との取引 

(１)財務諸表提出会社の親会社 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 

ピクテ 

アンド 

シー 

グループ 

エスシーエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF148,500,000 

グループ 

管理会社 
間接100% 

グループ会社管理 

に関するサービス 

の提供 

役員の兼任 

コーディネー 

ション手数料 

の支払(注１) 

160,107 未払金 - 
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親会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

ホールディング 

エスエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF40,000,000 

グループ 

管理会社 
直接100% 

資金の提供 

役員の兼任 

借入金 

の借入(注２) 
2,400,000 

関係会社 

長期 

借入金 

2,400,000 

利息の支払 

(注３) 
48,411 未払金 13,086 

預け金(注７) 2,148 
関係会社 

未収入金 
5,169 

 

(２)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の被所有 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

エスエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF21,000,000 

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

管理に関するサービスの 

提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
2,570,652 未払金 414,839 

運用手数料 

の受取(注４) 
41,121 

未収 

収益 
20,827 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

310,436 
未収 

収益 
52,749 

配賦経費の 

支払(注６) 
311,666 未払金 78,414 

配賦経費の 

受取(注６) 
350,844 

未収 

収益 
173,013 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

リミテッド 

英国、 

ロンドン 
GBP45,000,000 

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

管理に関するサービスの 

提供 

運用手数料 

の支払(注４) 
660,212 未払金 207,534 

運用手数料 

の受取(注４) 
1,132 

未収 

収益 
212 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

13,964 
未収 

収益 
3,828 

配賦経費の 

支払(注６) 
207,021 未払金 51,387 

配賦経費の 

受取(注６) 
3,074 

未収 

収益 
788 

リサーチ料の 

支払(注８) 
40,318 未払金 40,342 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネ－ジメント 

(ヨーロッパ) 

エスエー 

ルクセン 

ブルグ 
CHF11,332,000  

資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
4 未払金 4 

運用手数料 

の受取(注４) 
294,921 

未収 

収益 
59,378 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

530,688 
未収 

収益 
117,110 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネージメント 

(ホンコン) 

リミテッド 

香港 HKD30,000,000 
資産運用 

会社 
－ 

投資運用の委託契約 

投資運用に関する 

サービスの提供 

管理に関するサービスの 

提供 

役員の兼任 

運用手数料 

の支払(注４) 
931 未払金 21 

付随業務 

手数料の受取 

(注５) 

327 
未収 

収益 
74 

配賦経費の 

支払(注６) 
9,433 未払金 2,257 

配賦経費の 

受取(注６) 
47,072 

未収 

収益 
13,702 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

セキュリティーズ 

インベストメント 

コンサルティング 

エンタープライズ 

（タイワン） 

リミテッド 

台湾 TWD 70,000,000 
資産運用 

会社 
－ 

管理に関するサービスの 

提供 

役員の兼任 

配賦経費の 

受取(注６) 
3,172 

未収 

収益 
3,172 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

ピクテ 

アセット 

マネ－ジメント 

（シンガポール） 

プライベート 

リミテッド 

シンガ 

ポール 
SGD 2,500,000 

資産運用 

会社 
－ 

管理に関するサービスの 

提供 

役員の兼任 

配賦経費の 

受取(注６) 
12,691 

未収 

収益 
3,254 
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同一の 

親会社を 

持つ会社 

バンク 

ピクテ 

アンド 

シーエスエー 

スイス、 

ジュネーブ 
CHF 90,000,000 銀行 － 

管理に関するサービスの 

提供 

配賦経費の 

支払(注６) 
525,716 未払金 133,319 

同一の 

親会社を 

持つ会社 

バンク 

ピクテ 

アンド 

シー 

(アジア) 

リミテッド 

シンガ 

ポール 
CHF 85,000,000 銀行 － 

管理に関するサービスの 

提供 

配賦経費の 

支払(注６) 
34,908 未払金 8,893 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)コーディネーション手数料については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注２)借入金については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注３)支払利息については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注４)運用手数料については関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注５)付随業務手数料については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注６)配賦経費については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注７)預け金については、関係会社間の契約に基づき、決定しております。 

(注８)リサーチ料については、関係会社での算定に基づき、決定しております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(１)親会社情報 

ピクテ アンド シー グループ エスシーエー(非上場) 

ピクテ アセット マネージメント ホールディング エスエー(非上場) 

 

(２)重要な関連会社の要約財務情報 

重要な関連会社はありません。 

 

(１株当たり情報) 

第38期 

自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日 

第39期 

自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日 

１株当たり純資産額(注１) 5,537,759円21銭 １株当たり純資産額(注１) 5,677,237円19銭 

１株当たり当期純利益(注２) 815,921円25銭 １株当たり当期純利益(注２) 710,983円28銭 

損益計算書上当期純利益 1,275,284千円 損益計算書上当期純利益 1,111,266千円 

１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式にかかる当期純利益 
1,275,284千円 

１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式にかかる当期純利益 
1,111,266千円 

差額 － 差額 － 

期中平均株式数 1,563株 期中平均株式数 1,563株 

 普通株式 800株  普通株式 800株 

 普通株式と同等の株式 763株  普通株式と同等の株式 763株 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

(注１)１株当たりの純資産額の計算方法 

純資産額から優先株式にかかる資本金の額97,633千円を控除しております。 

(注２)Ａ種優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、１株当たり当期純利益の

算定上、普通株式に含めて計算しております。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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